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メヵ ニズム 一 主要 

平澤 冷 ( ナ レッジフロント ) 。 0 田原敬一郎。 川島 替，野呂高槻 ( 政策科学研 ) 

本稿 は 、 研究開発評価に 関わる専門人材の 集積状況について、 

米、 英、 独、 仏及び目 U の 4 ケ国 i 地域をとりあ げ、 その現況をとり 

まとめたものであ る，。 

とりまとめにあ たって は 、 専門性の集積メカニズムについて 類型 

化を行い、 比較のためのフレームとして 援用した。 

「．専 

行政府を中心にしてみた 場合、 専門性を集積するメカニズムに 

は、 次の 5 つのタイプがあ る。 

: 組織の内部における 0.T. や 、 国際会議 

やワークシ。 ップ 、 先進的な評価研究者が 主催する研修会や 研修 

専門性を獲得するメカニズム 

外部の教育機関等に 派遣して専門性を 

獲得するメカニズム 

  ジェネラリストのポストを、 中途採用により、 プラ 

ロフェッショナ ル に置き換えるメカニズム 

: 省庁などにおいて 評価の専門性を 必、 要と 

する組織を分離し、 資金配分機関等に 機能を移転ずることで、 資 

金配分機関等に 専門性を蓄積するメカニズム 

: 外部のシンクタンクやコンサルタント 等の 

民間の評価支援機関に 業務を継続的に 委託し、 民間支援機関に 

専門性を蓄積するメカニズム 

以下では、 これらのメカニズムの 違いを念頭に、 各国の現状に 

ついてまとめる " 

( の 米国 

まず、 アナリストに 関して、 米国の省や議会レベルにおいて は 、 

議会のシンクタンク 機能を担っていた OTA にかつてば最も 人材が 

集積していた。 1993 午に共和党議会になってからそれが 廃せ - さ 

れ、 現在ではその 一部が行政機構内覚に 分散して所属している ， 

l 本稿は、 平成Ⅱ年度内閣府委託調査 r 研究開発評価の 人材養成シ 
ステムに関する 調査 @ 報告書 ( 財団法人政策科学研究所 ) の成果㈹     
部をとりまとめたものであ る。 なお、 本稿山内容は、 r 評価人材の専 
門   汁 一知識論的枠組みと 区分概念化 J ( 発表音 : 平澤 冷 ) 「内容を受 
けだものであ り、 本稿で用いられる 用語等はこれに 基づいている ， 

大統領府の予算管理を 担 う OMR 、 クリントン政権 下の OSTP 、 議 

会のもうひとつのシンクタンクであ る CRS 、 研究開発政策に 熱心な 

議員スタッフ 等であ る。 

しかしながら、 プロフェッショナルは 各機関に点在しているにす 

ぎない。 じ OR や NSP 等の内部に資金配分組織を 持つ機関には 

高度な能力をもつプロフェッショナルが 存在してはいるが、 組織と 

してそれを集積するシステムはなく、 ほとんどプロフ ヱッ ショナ ル の 

個人的な営為にまかされている 段階であ る。 つまり、 評価にあ たっ 

ては、 基本的に、 必要に応じて 専門性を外部から 補う ( 調達する ) 

システムになっている。 NSF であ れば、 SRI インターナショナルや 

Aht とレ ㌧ た 特定の外部支援機関を 継続的に活用している。 その 

他、 米国アカデミ 一の COSRPIJP と支援研究機構であ る KRC の 科 

学政策部門、 学術文献データベースを 提供する Thomson 社、 毎 

年の研究開発予算分析と 研究政策コミュニティに 活動の場を提供 

する AAAS の科学。 政策プロバラム 部門等、 実に多彩な外部支援 

機関が存在する。 

米国の公的機関において、 唯一例外的にアナリストを 集積して 

いる機関が、 評価の実験室と 言われているⅥ ST の ATP であ る， 

ATP は、 自ら評価研究の 公募プロバラムも 運用し、 大学等の調査 

研究の支援も 早期から行うなど、 独自の評価研究を 内部、 外部 

( 委託 ) で実施しており、 評価に関して 大きな役割を 果たしてきた。 

- 方、 プラクティショナ 一に関しては 次の通りであ る。 米国の官 

僚システムは、 基本的に、 国務省を除いて 内部ローテーション。 シ 

ステムは無く、 また政権 交代時期にポリティカル。 アポインティ 

㎝ A) の 入れ替えと、 それに伴 う 内外からの応募の 機会が下位ボ 

ストをめぐってもあ る。 研究開発関係は 継続性が重要であ ることか 

ら、 PA の数は少ない。 たとえば、 IVSF では長官ポストを 含めて 3 つ 

であ る。 とはいえ、 政権 交代時期は新政権 の政策展開に 必、 要な 

専門性を省庁内部に 導入する絶好の 機会を提供していて、 これ 

は過激な置換メカニズムに 相当する。 また、 行政関連機構の 内外 

には、 希望ポストの 予備軍が沈潜している。 これもまた活力の 源泉 

になっている。 能力開発 は 自己責任に委ねられ、 また上位の希望 

ポストへの挑戦も 自らの意思にまかされている。 

また、 米国の資金配分機関では、 プロバラムの 実質的な評価責 

任者としてプロバラム 運営を担 う いわぬ る PD および PM が組織の 

特性に合わせて 多様な形で配置されている。 米国国防総省の 

DARPA では、 PM は 全員第一線の 研究者であ り、 彼等は研究 テ 

一マ の 提案公募で選任される。 DARPA 固有の職員は 庶務的 事 
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のみを担当する。 研究テーマの 研究を実質的に 担当する研究ク 

ループの構成をばじめ 研究支援者の 調達等 は SETA と略称され 

る外部支援機関によって 支援されている。 DARPA の場合は極度 

に先端技術指向てあ るため、 そのためのマネシメントスキルはそ 

の都度適任者を 外部 て 探索する必要かあ り、 SETA にその機能 か 

委託されている。 

これをひとつの 種 とすると、 その対極にあ るのか DOE-SC てあ る。 

DOR-SC は主として大学に 資金提供をする 資金配分機関てあ る 

が、 「ミノションを 帯した科学」と 位置付けられた 目的基礎研究のプ 

ロクラムを運用している。 そこての PM は、 す へてか内部職員てあ 

り、 かつ レ ヒュー。 パネル無しに 公募案件の採択を 決める権 限を 

持っている。 つまり、 す へてのマネシメントスキルは 組織内部てま 

かなわれている。 これは極度に 政策指向であ るからてめる。 

NS デや Ⅵ H はこの両者の 間にあ り、 外部の レ ヒュー ア による 評 

価か 加わる。 しかしなから、 この場合てあ っても、 レ ヒュー。 パネル 

による評定と PM の判断結果との 軽重、 内部職員のパネルメンハ 

ーへの参加の 有無、 シース 側と ニース側を分離した 2 段階パネル 

や混合パネルの 有無、 PM の上位にあ る意思決定システムとその 

構成等により、 多様なチェックシステムを 内包したプロクラム か 展 

開されている。 その多様浬の 中 て 内部職員 は マネシメントスキル 

の担保と政策意図の 反映とを担い、 一方 て 先端的科学技術の 知 

見と市民社会的なニース は ついては外部からの 専門性の導入を 

あ おくことになる。 絆 して言えば、 この種のプロクラムの 場合、 レ ヒ 

ュー ア の判断を参考にするが 内部職員に実質的な 意思決定権 か 

委ねられることか 多い。 

絆 してアナリストは 人文。 社会科学系か 多く、 プラクティ 乃ナ一 

は 自然科学系か 多い。 また、 科 手技術政策研究を 背景に持っ人 

材は母数 か 小さいこともあ り、 多くない。 DARPA 、 hS 「、 NIf@ 、 A ℡、 

DO Ⅰ SC を比較すると、 DARPA と DO 旺 SC には分析部門はなく、 

戸 M の専門性に特色かあ る。 DARPA は自然科学分野の 先端的研 

先考てあ り、 DOF-SC てはⅥ B 八等の実務的専門家か 王導する。 

ATP は プロクラムの 性格上経済 % 分析 か 必須てあ り、 エコノメトリ 

ノ クス の専門家か 10 人規模 て 集積している。 hSF や入 旧 には ネノ 

トワーク分析や 什 会 調査を専門とする 数名のアナリスト か 在籍して 

いる。 外部評価支援機関ては、 前述の SRI インターナパ 々  ルや 

態 ¥hD のように、 人文。 社会科ずや政策分析を 専門とする プ ロフェ   
(2) 英国 

評価関連分野では、 アナリスト集積の 典型例は Rv,i 「 enc.R 社や 

Technopolis 社のような外部評価支援機関への 集積であ る。 行政 

関連機関では E.PSRC l7) ような資金配分機関への 集積が歴史的 

にも実績があ る。 し 力也近年この 構図は大きく 動き始めている。 

英国政府では、 評価のためのアナリストをはじめとするプロフェ 

ノン ヨ ナ ル の導入か効果的になるような、 機能の集約化 か 進んて 

いる。 省 レベルては、 フレア政権 になってから 行政の効率的運営 

のために外部から 経営機能の中枢軸に 専門家の導入を 開始した。 

置換メカニスムにより シ ヱネラリスト か 占めていたポストにプロフェノ 

ショナ ル を導入し始めた。 その顕著な例 は 、 予算配分を担当する 

財務省と研究開発政策を 統括する OST てあ り、 それそれに 310 一 

40 人のアナリストが 外部から導入され、 現在 OST てはこの種の 職 

員か半数以上に 達している。 つまり、 行政 内て 緊急に必要となる 

専門性は、 コンザルタントなとの 民間企業や大学からの 中途採用 

のプロセスを 経て蓄積されてきている。 そのような人材の 背景的専 

門分野は経済学なとの 社会科学系か 多い。 同様に教育雇用訓 

練筈高等教育基金 (D 正 S-HEFCE) ては 、 評価部門の上級職の 

半分程度は中途採用のスペシャリストによって 置換されている。 そ 

れらの人材の 前歴は主にコンサルタント、 科学技術の研究者、 民 

間企業のマネシヤ 一等てあ る。 通常、 行政官は 3 年程度 て 定期異 

動するか、 OST ては研究開発評価に 係わる専門人材は 継続的ポ 

ストとして位置つけられ、 通常のショフ。 ローデーションには 組み込 

まれていない。 10 年以上同しセクション て 評価の仕事をしている 

人材もいる。 このようにして、 たとえば研究開発予算は 財務省の高 

等教育部門のアナリスト か 、 各種の評価プロセスから 上かってくる 

情報を活用し、 資金配分額を 決定する。 

資金配分機関 レ ヘルては、 毘 PSRC をほじめとしたリサーテ。 カウ 

ンシル 田 C) の分析。 企画部門にアナリスト か 集積し、 RC 自身の資 

金配分に関するパフオーマンス 評価以外に、 研究開発政策形成 

のためのテータを 整え、 OST メンハーとともにプライオリティ。 セソ 

ティンク等にも 寄与している。 

これらのデータ 整備や分析にあ たっては、 外部評価支援機関 

を活用している。 たとえば、 ヒブ リ オ メトリノタスに 強い E Ⅵ DE 卜 CE 

社か 、 主要国比較や OST あ るいほ民 C の ハ フォーマンス 分析を 

0ST から委託されている。 欧凡 l6 カ国に支社を 持つシンクタンク 

Technopo №社は、 英国をはしめとした 所在国や EU の政策評価等 

の課題に活発に 取り組んている。 英国の特徴としては、 これらの 

科学技術政策や 研究開発マネシメントに 関する高度な 専門性をも 

っ外部研究機関か 存立していることてあ る。 このような機関は、 利 

二技術政策等を 専攻とする SPRLr 等の大学の教員か スヒ " ノ オフし 

て股立したコンサルタント 企業か中心てあ り、 1980 年代以降に評 

価 関連業務 年 調査研究等を 展開してさた。 

政府 レ ヘルては、 財務省と OST にアナリスト か 集積している。 彼 

等は政策評価に 関する幅広い 専門性をいかすことのてきるプコフ 

ェン ノヨ ナ か てあ る。 彼等の専門分野は 多様 て 、 自然科学系より 

人文，社会科 字 系の方か多い 

資金配分機関の 企画。 戟略 ・分析部署には、 プロクラム評価に 

精通したアナリスト か 評価の質を先導している ，ここても 目殊 科学 

系の人材たけてはなく、 経済系等の社会科 字 分野や科学技術の 
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経営・政策系等多彩であ る。 

しかしながら、 こうした高度に 専門的な人材は 行政関連機関内 

部ではまだわずかであ り、 その多くはコンサルタントやシンクタンク 

等の外部支援機関に 蓄積されている。 

行政府や資金配分機関においては、 ジェネラリストが 長期にわ 

たって経験を 積み、 プラクティショナ 一へ 進化することを 支援する 

OJT や内部転換システムが 構築されている。 このようにして 養成さ 

れたプラタティショナ 一のバックバラウンドも 人文。 社会科学系が 多 

  

(3) 独 国 

行政府の BMBF の科学技術関係部署には、 自然科学系、 人 

文 ・社会科学系の 学位を取得しているプラクテイショナ 一 が存在し 

ている。 教育関係部門では 人文。 社会科学系バッタバラウンドの 人 

材が多く、 研究関係部門では 自然科学系バックバラウンドの 人材 

が多くねっている。 

資金配分機関にはプラクテイショナ 一が 蓄積しているが、 その 

バックバラウンドは 自然科学系が 主流となっている。 しかし、 研究 

機関に比し経済学や 経営学を背景とするプラクティショナ 一 もあ る 

程度含み、 バラエティに 富んでいる。 ドイツ研究財団 (DFG) の評 

価運営体制は 彼等が担い、 連邦政府やサイエンス。 コミュニティか 

ら独立した組織となっている。 そこに分析部門があ り、 ここに科学 

技術政策の専門性を 有するアナリストが 集積している。 

FhG-IS Ⅱフラウンホーファ 協会システム 技術。 イノベーション 研 

究所 ) が、 RMRF との強いつながりを 持ち、 コンサルタント 的な役割 

を 果たしている。 現状において、 ドイツにおけるアナリストの 多くは 

この FhG-ISl に集積していると 言っても過言ではない。 @SI は連邦 

政府の科学技術政策に 関する戦略策定などにも 寄与している。 

また、 HGF や他の公認機関内に 設置された組織的ユニットであ 

る PT がネットワークを 組み、 評価業務委託 先 ネットワーク 

① valuation Agency Network@ 形成している " ここでは主に 自然 

科学系の専門家で 占められているが、 プロジェクト 資金配分業務 

やプロバラム 設計支援、 プロジェクト 評価を実施しており、 国立研 

究所の研究員が 研究活動の傍らで 公募事業に係わるプラクティ 

ショナ 一 として機能している " 

(4) 仏国 ' 

フランスにおける 科学技術政策に 関する評価マネジメント 人材 

は、 IGAENR の視学官であ り、 プラクティショナ 一の中でも「広く」、 

「深い」知識を 兼ね備えたエリート 人材として蓄積されている。 

@GAENR は 約 100 名 (90 人のメンバーと 15 のプロジェクト・リー 

ダ一 ) からなり、 所轄地域別に 配置されている。 各地域はいくつも 

' フランス㈹状況については、 パリ中央大学校リサーチヤ 大久保嘉子 
氏によるレポートをもと『構成している ， 

の 大学区事務機関があ るので、 それぞれ教育システム、 その使用 

者やアクターと 近く交流することができる。 各地域の大学区事務機 

関 は 特別にアカデミー 担当者が 1 人設置されている。 2 人の視学 

官が教育に関する 調査と研究に 関する調査を 調整する。 

視学官には職歴の 後半に達した 経験を積んだ 者が選ばれる。 

IGAEN 尺には、 2 つの階級があ る。 

1)2 級視学官 : カテゴリー A 階級で 10 年以上勤務した 公務員で 

( 省庁の ) 管理職者、 特級行政官、 地域の幹部 ( 大学区事務機 

関、 大学、 科学技術 公 施設の事務総長、 C 択 ． O.U.S. 地域学 

生厚生センター 長など @ の中から選ばれる。 募集後、 政府の顧 

問が議長を勤める 審議会が募集人数の 2 倍の数の候補者を 選 

択し、 担当大臣に提案する。 

2)1 級視学官 :3 つの方法で選ばれる " 

  内部移動による 2 級視学官の昇任。 

  中央省の局長、 準局長、 部局長、 B 階級を終えた 勤続 午 

数 3 年以上の大学区長。 地域管理職の 中から選ばれる。 

  IGAENR ポストの け h は大臣顧問による デクレ で選ばれる。 

この場合 は 、 年齢が最低 42 歳であ ることが条件であ る。 

視学官はまた 大統領の デクレ により選ばれることもあ る。 

IGAEN 代の所長は、 全 IGARNR の中から大臣が 任命し、 任期 5 年、 

更新可能であ る。 

このように、 約 100 人の上級公務員であ る IGARNR の視学官の 

出身は、 主として省の 局長、 大学学長、 大学のプロフェッサー、 大 

学区事務機関、 大学、 科学技術 公 施設の長、 事務総長、 準局長 

など、 幅広い活動と 豊かな経験を 持つ人材の集まりで、 大臣から 

直接依頼されるミッションを 成し遂げるに 十分な能力を 有している。 

IGAENR の 40W の視学官は国立行政学院、 鉱山学校、 ボリテタニ 

ークなどのグラン ， ゼ コールを卒業後、 高等教育機関や 公施設研 

究機関で研究教育の 任にあ った者が選任されている。 

fGAENR は大臣の命により、 大臣を直接代表する 者として任務 

に 当たる。 視学官は能力と 経験のあ るスペシャリストが 選ばれるこ 

とから、 活動の仕方、 作業進行や管理方法は 自由に選べ、 自分 

で作業の進め 方や調査方法を 決め、 自分が提案した 教育システ 

ムと機能改善案を プ オローする。 

このよ う @ こ 、 国民教育高等教育研究 省は グラン。 ゼ コール出身 

者で、 研究の経験もあ る者が責任あ るボス 日こ 就くことが多く、 管 

堪能力と研究の 経験の両方を 合わせ持つ " いわば、 ブラクティショ 

ナ 一と プロフェッショナルの 両方の能力を 備えた人材が 省内にお 

いて蓄積されていると 言って良い。 

その母体となっているグラン。 ゼ コー M レ @ 、 優秀な学生を 特定す 

るシステムであ る。 非常に高度な 入学試験で選抜され、 在学中は 

優秀なものだけが 生き残って行ける、 エリートを養成する 機関であ 

る 。 しかも、 このようなエリート 養成訓練は、 高校を出、 グラン・ ゼ コ 

ールに入る前の 2 ～ 3 年の予備校での 修学時から始まっている。 

一 358 一 



「膨大な量」の 仕事を「早く」仕上げる 訓練を重ね、 常に知識を「分 

析」 し 、 整理する訓練をする。 例えば、 実際のケースを ( 政治書類 ) 

検討し、 短期間に膨大な、 かつ難題な書類内容を 要約し、 解決方 

法を作成し、 結論 t 提出する、 といった訓練を 100 以上のケース 

に関し取り組み、 仕事量をこなす カと 、 さらに卒業後の 実際の経 

験を積む。 グラン。 ゼ コ - ル卒の 10 年後には立派に 指導できる 人 

物 ができあ がるという仕組みとなっている。 

ただし、 このように訓練されたグラン。 ゼ コール出身者は、 じっく 

りと博士論文に 取り組むことや、 科学研究に参加するなどという、 

発見や創造の 喜びなどの経験に 欠け、 また、 屈するような 経験が 

ないことから、 謙虚さや多面性に 欠けた、 一元的人間を 作り上げる 

、 ンステムであ るとも言われている。 

人材育成には、 何かを教えて 人材を養成ずるというタイプの 他 

に、 あ る目的に対して 真に能力のあ る人材を選び 出すという別の 

アプローチもあ る " フランス は 基本的に後者のタイプ、 すなむち 育 

成 より選抜システムであ る " 新しい課題にチャレンジ し 構想を生み 

出し解決に向けて 組織や状況を 動かしていく 能力を重視している。 

国家が必要とする 真の意味のエリートが 議論の背景にあ るといえ 

る 。 

(5 江 

EU では、 国際的な評価研究。 実務ネットワークの 形成を支援す 

るプロバラムの 策定や運用を 積極的に行っている。 かつての 

ETAN がそうであ り、 現在では、 European RTD Evaluation 

N 己 w0rk や PR@ 目などがそれにあ たる。 PRIM 已は、 第 6 次 FP に 

よって支援を 受ける Neiwork0fExce № nce(NoE) のひとつであ り、 

欧州の 44 機関及び 200 人以上のアナリストや 研究者が参加して 

いる。 

評価実務者養成プロバラムであ る既述の PRRST やオランダのト 

ウエンテ大学への E.U 実務者の派遣制度はユーロクラットに 対して 

も有効に機能し、 外部教育メカニズムによりプラタテイショナ 一 へ 

の転換，蓄積が 進められている。 

プロバラム。 オフィ ザ 一の出身分野は 多彩で、 自然科学、 社会 

学、 経済学、 経営学、 行政学などさまざまであ る。 評価実務の専 

門性の蓄積は 内部メカニズムでも 行われ、 内部の研修コースと 

CUJT による。 

Un 巨をサポートするスタッフの 役割は政策立案や 評価業務に従 

事することであ り、 約 70% が学位取得者であ る。 バックバラウンド と 

してば自然科学系だけでなく、 経済学、 公共政策学などの 社会科 

      学系人材も含まれる。 スタッフの定期異動 は 5 年毎が標準で、 国 

際会議への参加 や 、 内部での勉強会 (in-house tralnin め 等により、 

知識の収集，集積。 更新メカニズムが 機能している。 

ユニットにおけるマネジメントの 主要業務はアウトソーシンバでき 

ないが、 評価に関してはアウトソーシンバすることが 可能であ るた 

め 、 評価の専門的知識を 有するコンザルタントを 雇い、 事前評価、 

事後評価等の 評価業務を支援してもら ぅ こともあ る。 置換メカニズ   

ムの 一種と考えることもできる。 
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